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1-1.	 研究の趣旨	 	 
	 本論文は、「満洲国」のラジオ放送事業を研究対象とし、事業の創建から終結までの歴史
的事実、番組内容や放送システム、ラジオ放送の社会的機能および文化史的な意義につい
て、体系的に考察し、論述したものである。	 
「満洲国」に関する研究はさまざまな分野においておこなわれているが、文化史や放送
史の観点からラジオ放送を取りあげ、創建から崩壊までの歴史、放送番組の内容、ラジオ
放送の社会的機能や文化的意義などについての総合的な研究がいまだに存在しない。本論
文はそのような研究現状より出発して、「満洲国」の成立前から崩壊までのラジオ放送事業
に関して総体的に捉えることを試みた。放送番組の内容においては、報道放送、慰安放送
（娯楽放送）、教養放送という三大放送ジャンルを主な考察対象とし、それぞれの代表的な
放送内容を整理・分析した上、ラジオ放送が「満洲国」にもたらした社会的・文化的な意
義や機能について、放送事業を運営する放送側とその発信の受容対象となる聴取側とに分
けて検証した。また、三大放送ジャンル以外に、海外放送、実況放送、児童向け番組など
の放送内容も視野に入れ、「満洲国」のラジオ放送事業について総体的に論述した。	 
	 
1-2.	 論文の構成と概要	 
本論文は、「はじめに」と「おわりに」、そして本論の八章からなっている。	 
「はじめに」では、本論の趣旨と関連する先行研究について概観し、その到達点や問題
点を指摘したうえ、本論の立論背景や問題意識、さらに研究手法について述べている。	 
先行研究に関しては、日中両国において量的に乏しいこと、一部の地域や特定の問題意
識に限定した初歩的な研究に留まっている現状について指摘した。そのなかで、一部日本
側の先行研究について、たとえば、「満州における日本のラジオ戦略」（山本武利 2004）、『戦
争・ラジオ・記憶』（貴志俊彦・川島真・孫安石 2006）、「満洲電信電話株式会社の多文化主
義的放送政策」（白戸健一郎 2011）などは、「満洲国」ラジオ放送の形成過程や特定分野に
おいてはたした役割を明らかにしたと評価している。	 
 2 
これらの研究を踏まえ、本論は、ラジオ放送の参与者（放送側、聴取側、関係機関など）
および参与過程、放送側の方針と政策、それによって作られた放送システムと放送内容、
そして聴取者側の反応と効果、といった問題の究明を論旨とし、文献資料に基づく実証的
な考察・検証を主たる研究手法として言明している。	 
	 また、本論の依拠する主な文献資料を列挙し、その妥当性や問題点について検討した。
本研究における最大の難点は、録音設備が備わっていなかった当時において、実際に放送
された音声がほとんど残されていないことである。これもこのテーマの研究が進まなかっ
た主な理由と思われるが、論文著者は、当時の放送録音盤（レコード）が一部保存されて
いる中国吉林省の档案館（公文書館）に足を運び、まだ一般公開されていない録音盤やそ
れに関する資料に接触することに成功した。また、ラジオ音声の代わりに、当時のラジオ
放送に関連する日中両国の文献（年鑑、紀要、社史、新聞、雑誌など）を幅広く調査し、
ラジオ放送事業に関連する政策、制度、放送番組表などの放送内容に関する情報を手に入
れることにより、資料不備の難題を克服しようとした。	 
	 
「第一章	 「満洲国」におけるラジオ放送事業の展開」では、議論の前提となる、「満洲
国」におけるラジオ放送事業の成立過程や運営状況について、本事業と深く関わる満洲電
信電話株式会社（以下電々と略す）の成立前後に分けて整理・考察した。	 
「満洲国」成立する前の中国東北部におけるラジオ放送事業から、電々の成立前後、そ
して崩壊までの歴史的事実を時系列順に整理し、そのなかで、聴取者数の変化や、電々に
よる放送施設の拡充、放送普及活動の効果の問題に注目し、論述を展開した。また、「満洲
国」におけるラジオ普及事業は、主に都市部、農村部、国境地帯という三つのターゲット
に向けて進められたと指摘し、そこには商業的、政治的、国防上の普及戦略があったこと
を明らかにしている。	 
	 
	 「第二章	 放送内容の構成と審査」では、放送システム、番組構成、内容分類及び審査
検閲という四つの側面から、「満洲国」におけるラジオ放送の輪郭や特徴を描き出した。	 
	 「満洲国」は多民族国家であるゆえ、国民統合をめざす政策のもとで、ラジオ放送は第
一放送を日本語放送、第二放送を中国語・多言語放送とし、それぞれの番組を編成し同時
に放送するシステムを構築した。番組構成では、日本と同じく、教養放送（講演、講座、
子どもの時間）、芸能・娯楽放送（演芸、演劇、音楽）、報道放送（ニュース、経済市況、
実況中継）という三つの柱を立てている。この章では、以上のようなシステムのもとで作
られた第一放送と第二放送の番組内容について、双方の異同やその異同が生じた理由につ
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いて考証し、放送側による明確な指向性、宣伝や教化の機能をラジオ放送に託したと指摘
する。また放送内容に対する厳密な審査制度や検閲機関が設けられたのも放送統制を裏付
けるものとして論じられている。	 
	 
	 「第三章	 ニュース報道から見る「満洲国」のラジオと新聞」では、新聞という伝統的
メディア形態が存在していた「満洲国」において、ラジオの位置付け、そして相互の関係
について考証した。	 
「満洲国」における複数の報道統制機関の創建や変遷、組織間の関係、それぞれの機能
について、この章でまず整理されている。次に新聞を代表とする伝統的な活字メディアと、
ニュース報道を画期的に変えたラジオ放送との拮抗や連携の関係が論じられ、日中戦争や
ノモンハン事件、太平洋戦争の勃発により、大衆の情報渇望に速報性をもって応えられる
ラジオ放送の圧倒的な優位性を確立した過程が明らかにされた。一方、政府要人の講演や
時事解説を頻繁に流すなど、戦時体制に加担し強い威力を発揮したラジオ放送の姿も本章
で明らかにされる。	 
	 
	 「第四章	 ラジオドラマ」では、娯楽放送番組として聴取側に歓迎されたラジオドラマ
に焦点をしぼり、株式会社満洲映画協会（満映）や文話会、劇団などの文化機関が相次ぎ
設立された 1937 年前後の文化情況のもとで、ラジオドラマの生成や繁栄、そして戦況の悪
化とともに没落していく過程が論じられている。	 
	 文芸協進会、満洲演芸協会の庇護や支援のもと、1937 年を前後に都市を拠点とした大小
さまざまな劇団が発足し、ラジオドラマという演劇ジャンルが確立する。ここで著者は具
体的な作品を取りあげ、脚本分析により、当時のラジオドラマは一般庶民の日常生活に取
材するものが多く、ストーリーも平易素朴であったために受け入れられたと指摘する。し
かし、やがて、思想指導や政治宣伝に利用できる有効なメディア・ツールとして認識され
たラジオドラマは、国民演劇という日本舶来の概念が提唱され、国策に追随していくよう
に変容していく。最後に、「満洲国」のラジオ放送は、ラジオドラマなどの娯楽番組をもっ
て大衆生活に溶け込み、文化的メデイアの機能も発揮したことが確認できたと論じている。	 
	 
	 「第五章	 学校放送」では、「満洲国」のラジオ放送をイデオロギー装置の一つとして捉
え、その機能について論述した。教養放送の一環である学校放送は、受信機まわりの聴取
空間に留まらず、教育現場まで浸透し、放送と教育の連携により「満洲国」独自の教化シ
ステムを作り出した。そこには「日系」による「満系」に対する支配的な構図や本質が隠
蔽されていると指摘する。	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「満洲国」の学校放送は、教育部と放送局からの放送委員会とその上にある放送参与会
に共同管理されていた。放送内容の企画、審議を目的とし、関東軍、関東局、弘報處、交
通部、協和会そして電々からそれぞれ重役を集めて設けられた放送参与会は、日本人の指
導的地位と他民族の協力的立場という支配イデオロギーを、第一と第二の放送番組に取り
入れている。放送番組やその中味の分析により、学校放送は日本人教員向けに指導者的立
場の植え付けと、中国人教員向けに被啓蒙対象としての地位確認という構図に基づき展開
されたものだと結論づけている。	 
	 
	 「第六章	 ラジオ体操」では、「関東州」および「満洲国」におけるラジオ体操の生成経
緯、儀式的機能、「建国体操」が誕生から破綻までの歴史的事実について検証されている。	 
	 号令に従い、無数の学生や市民が同一な身体運動を同時的におこなうラジオ体操は、国
民に対する国家の健康管理や行動統制、全体主義を強化する機能を担うが、日本から「関
東州」に流入したラジオ体操は、現地在住の日本人にとって別の意味を持っていた。すな
わち、日本人である民族意識や日本への帰属意識、共同体意識を確認する儀式的な機能を
有していた、というものである。ところが、国民の一体化や全体主義の強化をはかろうと
意図する「建国体操」が「満洲国」で編み出されると、日本人にとってラジオ体操の担っ
た、共同体意識を確認する儀式的機能が破綻し、いたずらに体力を消耗させるだけの身体
運動となってしまったと論じられている。	 
	 
	 第七章「多元的な満洲国ラジオ放送」では、国際放送、音楽放送、実況放送、子ども向
け放送を取り上げ、「満洲国」ラジオ放送の多様な側面について考察した。このなかで、主
に国際放送における国家イメージの宣揚と戦争プロパガンダ、音楽放送における地域性や
民族性、実況放送におけるリアルな現実性追求の試みなどについて概観した。	 
ラジオ外交を目的とする国際放送には、放送を利用して、「満洲国」の文化を宣揚する目
的があり、そこから「国家」イメージの形成を目指していた。しかし、太平洋戦争の勃発
により、日本の傀儡国家たる「満洲国」は国際的な「電波戦争」に巻き込まれ、米、英、
蒋介石の重慶政権など「敵側」向けの宣伝放送や「敵側の謀略放送に反撃する放送」を求
められるようになっていく。一方、音楽放送に関しては、「敵性排除」とそこから生まれ
た「民族音楽調査」に注目し、通俗性、芸術性および民族性を追究し、「満洲国」独自なも
のを作り出そうとした側面を論じた。また、実況放送に関しては、ラジオ放送が「満洲国」
の生の姿を政治的行事、文化的イベント、スポーツ大会、生産現場などに求め、時空を超
えて伝えようしたと指摘している。	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 「第八章	 放送事業の終焉」では、歴史事実を列挙し、「満洲国」ラジオ放送事業の終焉
について簡潔にまとめている。	 
	 「おわりに」では、本論のまとめと残された課題について述べられている。	 
各章の内容を踏まえて、「満洲国」ラジオ放送事業の性格について、本論は以下のように
概括した。「満洲国」のラジオ放送は、都市における国民統合、農村における国策普及、そ
して国境地帯における外来電波の防御を目的に構築されたこと。放送システムは緻密で、
放送内容は多岐にわたり、情報伝達、思想教化、大衆動員などにおいてさまざまな機能を
はたしたこと。ラジオドラマやラジオ体操のように、ラジオ放送は大衆文化の空間および
民衆の日常生活に浸透した時期もあったが、放送側による統制強化により、戦況の悪化と
ともに崩壊していく事実、などである。文献資料を通して、実証的な研究手法により「満
洲国」ラジオ放送の容貌をある程度描き出したと結論づけている。	 
	 一方、本論において「満洲国」と同時代の日本について触れるところが多々あったが、
日本の植民地であった朝鮮や台湾などの地域におけるラジオ放送との関連について究明す
る余裕がなかった。これらの地域との比較研究は今後の課題だと示した。 
